
( C ) Dr. Masahiko FURUICHI, Institute for Transport Policy, 2004

東アジアにおける地域間競争力確保に向けた
国際海上コンテナ航路網の展開

古市正彦古市正彦
FURUICHI MasahikoFURUICHI Masahiko

運輸政策研究所運輸政策研究所
Institute for Transport Policy Studies (ITPS)Institute for Transport Policy Studies (ITPS)

1

2004年11月25日

International Container Network and Regional Competitiveness in International Container Network and Regional Competitiveness in the East Asiathe East Asia



( C ) Dr. Masahiko FURUICHI, Institute for Transport Policy, 2004

研究の背景と目的

2

１．東アジアにおける製造業の国際水平分業の進展

２．釜山港フィーダー航路の全国展開（トランシップ）
⇒ 少ない需要で多くの港とリンク可能
⇒ 物流コスト削減（競争力を維持・確保）

３．定時性，安全性など高質なサービスを求める貨物
⇒ 高度な物流機能を持つ国内中枢港を利用

４．多様なサービスをバランスよく提供することが重要

５．新たな競争環境に対応する方策の検討・提案
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東アジア地域内に進出した日本企業の現地法人数

4
出典）通商白書２００３（経済産業省編）
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出典）通商白書２００３（経済産業省編） 「東アジア」には日本を含まない

東アジア地域内における日本企業の域外輸出比率
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国際輸送では国内コストが相対的に大きな負担
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トランシップを活用した安価なルート出現
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港湾への陸上アクセス距離→短縮化傾向
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出典）全国輸出入コンテナ流動調査（１９９８年 運輸省，２００３年 国土交通省）より作成
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港湾への陸上アクセス距離→短縮化傾向
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出典）全国輸出入コンテナ流動調査（１９９８年 運輸省，２００３年 国土交通省）より作成
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全国展開したフィーダー航路網を活用するこ
とで，地方の荷主は物流コストを削減し，生
き残り競争を勝ち抜き，競争力を維持・確保
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出典）全国輸出入コンテナ流動調査報告書（国土交通省）をもとに作成
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地方港背後圏発着の国際海上コンテナ流動（２００３年）

1
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出典）全国輸出入コンテナ流動調査報告書（国土交通省）をもとに作成
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地方港背後圏発着の国際海上コンテナ流動（２００３年）

1

地方港背後圏地方港背後圏

全　世　界

直近港

中枢港

近隣ハブ港

１１０万TEU 
（４７％）

１２３万TEU 
（５３％）

233万TEU全　世　界全　世　界

直近港

中枢港

近隣ハブ港

１１０万TEU 
（４７％）

１２３万TEU 
（５３％）

１１０万TEU 
（４７％）

１２３万TEU 
（５３％）

233万TEU233万TEU

中　　国 85万TEU

直近港

中枢港

釜山港

３３万TEU 
（３９％）

５２万TEU 
（６１％）

中　　国中　　国 85万TEU85万TEU

直近港

中枢港

釜山港

３３万TEU 
（３９％）

５２万TEU 
（６１％）

３３万TEU 
（３９％）

５２万TEU 
（６１％）

時間指定の度合や貨物価値などによって，荷主
は地方コンテナ港と中枢港を使い分けている．

●地方港フィーダー航路網　　　　　　　　　　　　
●中枢港航路網（直行航路）　　　　　　　　　　　
　の良好なバランスが荷主の利便性を確保

時間指定の度合や貨物価値などによって，荷主
は地方コンテナ港と中枢港を使い分けている．

●地方港フィーダー航路網　　　　　　　　　　　　
●中枢港航路網（直行航路）　　　　　　　　　　　
　の良好なバランスが荷主の利便性を確保

出典）全国輸出入コンテナ流動調査報告書（国土交通省）をもとに作成
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1

国際コンテナ航路が就航する港湾

地域へと急拡大する国際コンテナ航路サービス

釜山

（１９９３年１月）　　　　　
中　　枢　　港　　　９港
地　　方　　港　　１４港
合　　　　　 計　　２３港



( C ) Dr. Masahiko FURUICHI, Institute for Transport Policy, 2004

1

国際コンテナ航路が就航する港湾

地域へと急拡大する国際コンテナ航路サービス

釜山

（２００４年１月）　　　　　
中　　枢　　港　　１１港
地　　方　　港　　５０港
合　　　　　 計　　６１港

釜山航路のみ就航する港

複数航路が就航する港

（２１港）

（２９港）

釜山航路のみ就航する港

複数航路が就航する港

（２１港）

（２９港）
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1
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日韓航路（釜山トランシップ）サービスの例
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国際基幹航路
への接続可能
国際基幹航路
への接続可能
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国際海上コンテナ・フィーダー航路網の展開パターン

２．トランシップ費用，トランシップ・リスクの回避
⇒ 日韓航路に加えて日中航路展開へ

３．需要を日韓航路と日中航路に分けると
⇒ 両航路共倒れの危険性

19

１．地方コンテナ港利用貨物に占める中国貨物
⇒ 約１/３

日韓航路 ⇒ 年間取扱量約３，０００TEU
日中航路 ⇒ 年間取扱量約４，５００TEU

航路成立の一港当り最低需要（２００２年実績から推定）
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1

中国直行航路サービスの例
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コンテナ荷主の経路選択の行動仮説

トランシップ・リスクと陸上輸送コストのトレードオフ関係
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1

トランシップと陸上輸送コストのトレードオフ関係

ロジットモデルを推定し変数間の限界代替率を算出すること
でトレードオフの関係を評価

６．２（万円/TEU）/ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ輸　出

陸送費６．２万円まで負担　⇒　トランシップ・リスクを回避

輸出　⇒　直行航路の就航する港利用　の傾向

６．２（万円/TEU）/ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ６．２（万円/TEU）/ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ輸　出

陸送費６．２万円まで負担　⇒　トランシップ・リスクを回避

輸出　⇒　直行航路の就航する港利用　の傾向

陸送費６．２万円まで負担　⇒　トランシップ・リスクを回避

輸出　⇒　直行航路の就航する港利用　の傾向

２．７（万円/TEU） /ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ輸　入

陸送費２．７万円まで負担　⇒　トランシップ・リスクを回避

輸入　⇒　トランシップ・サービスの地方港利用　の傾向

２．７（万円/TEU） /ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ２．７（万円/TEU） /ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ輸　入

陸送費２．７万円まで負担　⇒　トランシップ・リスクを回避

輸入　⇒　トランシップ・サービスの地方港利用　の傾向

陸送費２．７万円まで負担　⇒　トランシップ・リスクを回避

輸入　⇒　トランシップ・サービスの地方港利用　の傾向

時間指定の度合や貨物価値などによって荷主
が地方港と中枢港を使い分けていると解釈
時間指定の度合や貨物価値などによって荷主
が地方港と中枢港を使い分けていると解釈
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４．トランシップを活用した新たなサービス

１．トランシップ回避 ⇒ 経由型直行航路

２．トランシップをプラスに転化
⇒ クロスドック機能の付加
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1

新潟

釧路

下関

苫小牧

国際基幹航路
への接続可能
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天津
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少ない需要でも成立可能で利便性の高い航路サービス

１３港（２００４年１月）　⇒　３４港（２００４年１０月）

２００４年上半期における日韓中（経由型）直行航路の急速な展開

１３港（２００４年１月）　⇒　３４港（２００４年１０月）

２００４年上半期における日韓中（経由型）直行航路の急速な展開
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４．トランシップを活用した新たなサービス

１．トランシップ回避 ⇒ 経由型直行航路

２．トランシップをプラスに転化
⇒ クロスドック機能の付加
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１．トランシップ回避 ⇒ 経由型直行航路

２．トランシップをプラスに転化
⇒ クロスドック機能の付加

新たにトランシップ貨物の取込みを加速

日本の物流機能まで取り込まれる可能性
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１．トランシップ回避 ⇒ 経由型直行航路

２．トランシップをプラスに転化
⇒ クロスドック機能の付加

新しいサービスへの代替案の検討を通じて
対策を論じる
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上海港

日韓中（経由型）直行航路

国際基幹航路
への接続可能

中枢港へのトランシップ貨物の取込みに向けて

内航・外航連続型直行航路
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物流センター
（クロスドック機
能）

ターミナル

CFS

ターミナル

一時保管

在庫管理
CFSの
高度化

中枢港へのトランシップ貨物の取込みに向けて
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物流センター
（クロスドック機
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ターミナル

国内貨物の高度化

CFS

ターミナル

一時保管

在庫管理
CFSの
高度化

中枢港へのトランシップ貨物の取込みに向けて

トランシップ需要取込み

競争力のある賃貸料
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トランシップ貨物を取り込むためには

対応可能な港に絞って大胆な戦略が必要

ご清聴ありがとうございました


